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Abstract: 近年，局地的大雨の事象は年々増加し，水災害により甚大な経済的ダメージを被る事

例が増えている．特に，被災地では当座の生活における安定的な決済手段が必要であり，これま

では現金決済が最も有用な手段の一つと考えられてきた．しかし，現在は，国内でキャッシュレ

ス決済が推進され，都心部を中心に現金決済の比率が減少傾向であり，災害時における現金需要

の行動様式にも変化をもたらす可能性が考えられる．このため，本研究では，自然災害のうち大

雨の事例にフォーカスし，降雨情報（国土交通省の XRAIN）と金融情報（銀行 ATM 統計情報）

の異分野データを互いの位置情報を利用して融合する新たな手法により，降雨発生時における

現金需要の動向を分析した．

1 はじめに 

近年，気象状況が短時間で急激に変化し局地的大

雨をもたらす事例が増加している．局地的大雨は季

節を問わず発生しており，地形的脆弱性が大きい地

域に甚大な被害をもたらしている．2020 年 7月に発

生した「令和 2 年 7 月豪雨」では，九州を中心とし

た国内の広範囲の地域で記録的な大雨をもたらし，

死者 80 人（2020年 8月 12 日時点）の大災害となっ

た．気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次

評価報告書によると，このような気象の変化は地球

温暖化の影響により今後も続くと考えられ，水災害

がもたらす経済的ダメージへの対策は重要な課題と

なっている．これらの気候変動が経済や金融システ

ムの安定に及ぼす影響について、関連する先行研究

は現状極めて少ないが，主に家屋損壊等の物損を対

象として保険金支払額を中心に被害規模を分析した

事例[1][2]や，2015 年にインドのチェンマイで発生し

た水災害におけるATMの災害対応事例[3]等がある． 

災害時の決済手段では，これまで現金決済が最も

有用とされてきた．しかし，キャッシュレス化が進

む現在は，特に都市部を中心に，決済手段としての

現金の需要に変化が生じている可能性がある． 

 

水災害は，自然災害の 7 割以上を占める一方，状況

予測や資金の計画的準備が可能であるため，水災害

時の現金需要の傾向は，自然災害全体の現金需要の

傾向を効果的に表すと考えられる．このため，本研

究は，大規模な水災害の要因となった「令和 2 年 7

月豪雨」を事例として，降雨状況と現金需要の動向

を分析した． 

また，気象情報と金融情報を融合して分析する場

合，金融情報には位置情報が必要となる．しかし，

金融情報は位置情報を持たないものが大半であり，

気象と金融の異分野データ融合を妨げる要因となっ

ていた．本研究では，株式会社みずほ銀行（以下，

「みずほ銀行」）の協力により，ATM 設置地点が付

された ATM の統計情報を利用し，位置情報を持つ

金融情報との融合が可能となった．これにより，本

研究は，国内最大の解像度である国土交通省の降雨

観測情報（ XRAIN： eXtended RAdar Information 

Network）と融合し，高解像度での異分野データ融合

を実現した．本稿ではこの分析結果を紹介する． 

２ 利用データおよび分析手法 

本研究では，降雨情報と金融情報を互いの位置情

報を利用してデータ融合する．具体的な利用データ

および分析手法を以下に述べる． 
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2.1 利用データ 

降雨情報：国土交通省の XRAIN 

XRAIN は，国土交通省が全国に設置した X バ

ンド MP レーダおよび C バンド MP レーダから構

成され，現時点では国内で最も高解像度かつ高頻

度な降雨観測情報である．観測方式はマルチパラ

メータ方式であり，2 種類の偏波(水平・垂直)を送

受信して雨粒の形状を把握し，扁平度等から降雨

強度を推定する．このため，高精度な観測かつ観

測時間の大幅短縮が実現され，従来の C バンドレ

ーダと比較し，16 倍の解像度（250m メッシュ）お

よび 5 倍の高頻度（1 分間隔）での観測が可能と

なった．本研究では，同データを取得・蓄積して

いる国内最大規模の地球環境情報プラットフォー

ム「データ統合・解析システム」（Data Integration

and Analysis System，以下「DIAS」と呼ぶ）を利用

してデータを取得した．

金融情報：銀行 ATM 統計情報 

金融情報は，本学がみずほ銀行より提供を受け

た ATM 取引に関する統計情報を利用した．これ

らは，個人情報保護の観点から，全ての個別取引

データを一定数以上の累計とする新たな統計情報

として同行内で加工し，本学に提供されたもので

ある．つまり，本情報から個人の取引動向を把握

することは不可能であり，個人情報保護は遵守さ

れている．本情報は，ATM の設置地点として位置

情報（緯度および経度）を持ち，地点単位での金

融資産の移動動向把握が期待できる点で，極めて

有用度が高い．本研究では，提供されたデータ項

目のうち「引出累計額」を利用した． 

2.2 分析手法 

本研究では，以下の手順により相関分析を行う． 

イ． XRAINの 3次メッシュ 1地点を 1座標（X,Y）

とし，降雨情報および金融情報の位置情報

（緯度および経度）を 2 次元座標値（X,Y）に

変換して展開する． 

ロ． 降雨情報を座標ごとに時間雨量の刻み

10mm/h として累計処理を行う． 

ハ． 東京都中心地点（本研究ではこれを国分寺駅

とした）からの距離（D）が“X2+Y2 < D2” 

を満たす座標を取得し，指定の時間幅での累

計値を取得する．なお，東京都中心地点から

の距離（km）を，降雨情報の場合は DR，ATM

情報の場合は DAとして表す． 

３ 降雨情報と ATM引出額の相関 

本研究は，豪雨を含めた降雨が全国的に頻発し，

九州地区に甚大な被害をもたらした「令和 2 年 7 月

豪雨」を対象とした．以降，降雨状況の変化に伴う

現金需要の動向に関する分析結果を示す． 

3.1 対象期間の降雨状況 

はじめに，2020 年 7 月における関東全域の降雨状

況を示す．本研究では，大雨のレベルを「20㎜/h 超

の降雨」として扱った．「20 ㎜/h 超の降雨」は，気象

庁による「雨の強さと降り方」（注）で「どしゃ降り」

の「強い雨」とされ，外出が困難なレベルを示す．

従って，本研究では，この強度以上の全ての降雨を

「豪雨」と定義して分析を行った． 

東京都中心地点から 300km 圏内の降雨情報（DR＜

300 を満たす座標）について，時間雨量 0mm/h 超の

降雨を「降雨一般」，同 20mm/h 超の降雨を「豪雨」

と区分し，それぞれの日次別累計を計算した．この

結果を図 1 に示す． 

 

図 1 を参照すると，降雨域の規模に加え，降雨域

全体における豪雨の割合を把握できる．例えば，降

雨域が広く観察された日を中心に事例を挙げると，

7 月 3 日は降雨域が広いが豪雨レベルの降雨は少な

く，7 月 6 日～9 日は豪雨レベルの降雨が広範囲に発

生しており，7 月 10 日～13 日は降雨域の広さは月内

最大レベルで豪雨も部分的に含んでいた，などの状

況が把握できる．本研究の対象とした 2020 年 7 月

は，1 ヵ月を通して関東全域に豪雨を含む降雨が頻

発し，上旬だけでなく，下旬にも広範囲で豪雨が頻

発していたことがわかる． 

3.2 降雨地点数と ATM取引累計額の動向 

次に，降雨量と ATM 引出累計額の日別動向を図 2

に示す．本分析結果は東京中心部（東京都中心地点

図 1：東京都中心 300km圏内降雨地点数（2020 年 7 月） 

（注）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/amehyo.html
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から 120km 圏内：DA < 120）に設置された ATMの現

金引出累計額の動向を，同月の降雨状況（前述（１）

の「降雨一般」）を融合して日別に表したものである． 

 

 
 

 

 

図 2 を参照すると，降雨域の広がり（降雨発生地

点数の増加）に連動して，ATM 引出累計額が増加し

ている．従って，降雨域の広がりが ATM 引出に何ら

かの影響を及ぼしている可能性が推察される．両者

の相関が強い日は図 2 のとおり複数観察されるが，

一方で，年間を通して現金引出しが増加する日が固

定的に存在するため，これらを除外する必要がある．

例えば，年金支給日である 15 日（偶数月）や給与支

給が集中する 25 日等の 5 や 10 のつく所謂「五十日

（ごとうび）」，大型連休の前営業日や翌営業日，お

よび月末営業日等がこれに該当する。従って，本研

究の対象は，降雨状況以外の引出要因となるこれら

の日を除外し，大型連休を含まない 7 月前半を対象

に 7 月 3 日，7 日および 13 日とした． 

3.3 降雨発生地点からの距離と現金需要 

ATM 設置場所から降雨発生地点までの距離と，

ATM 引出累計額との相関を分析し，現金需要が増加

した背景を考察した．まず，東京近辺を東京の中心

から距離別かつ同心円ドーナツ状に 4 エリアに分割

する．これは，降雨の進路が一般的な西側からの進

行のみでなく，異例なケースとして東側から進行し

た場合でも分析対象に含むことを企図した． 

 

A：東京都中心地点から 40km 圏内 

B：東京都中心地点から 40～120km 圏内 

C：東京都中心地点から 120～200km 圏内 

D：東京都中心地点から 200～300km 圏内 

 

 

 

東京中心部の現金需要と相関が強い降雨エリアを

把握するため，各エリアの「豪雨」発生地点数と，

東京中心部の ATM 引出額の相関を分析した．この

結果を図 4 に示す． 

 

 
 

 

 

図 4 を参照すると，東京中心部であるエリア A は

最も相関が弱く，外周に近づくにつれ相関が強くな

り，エリア D が最も強い．つまり，東京中心部の ATM

の現金引出しは，現在地点周辺の降雨状況ではなく，

同地点から 200～300km 離れた遠方の降雨状況と連

動していることがわかる．従って，東京中心部の現

金需要の契機が降雨状況にあると仮定した場合，そ

れは東京中心部の降雨ではなく，遠方の降雨が契機

であると考えられ，今後発生する気象リスクに備え

て予防的に現金引出を行ったと考えられる． 

3.4 店舗における現金需要の動向事例 

前述 3.2 で特に降雨発生地点数と現金需要の相関

が強い結果を示した日（7 月 3 日，7 日および 13 日）

について，同日の引出額が大きい店舗 A（東京都目

黒区）および店舗 B（神奈川県横浜市）の時間別引

出動向を分析した． 

A B C D 

 

図 2：降雨発生地点数および ATM引出額の相関 

（2020 年 7月） 

図 3：東京中心地点からの距離イメージ 

図 4：エリア別の豪雨発生地点数および ATM引出額
の相関（2020年 7月） 
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7月 3日および 7日に引出金額が大きいATMを店

舗 A，7 月 13 日の引出金額が大きい ATM を店舗 B

とし，それぞれの時間帯別引出額の動向を図 5 およ

び図 6 に示す． 

  

 

 

図 5 および図 6 を参照すると，日中では午前中に

集中して引出が行われている．加えて，当該引出は

開店直後の 9：00 に集中しており，前日までに予め

計画された引出であったと推察される．これらの背

景の検証として，各日の午前 9：00 における降雨状

況を図 7～9 に示す．図 7～9 を参照すると，いずれ

の対象日も，9：00 時点では東京近辺に降雨がない

か，非常に少ない．一般的に，大雨が発生している

時間帯は外出を控える傾向があるが，図 5～6の結果

から，本事例においても降雨のない時間帯に現金引

出しが行われる傾向が強かったことがわかる．一方

で，図 7～9 から，同時刻には西日本を中心に極めて

大規模な豪雨帯が存在し，関東に向けて接近してい

る．これらから，預金者の行動は，今後到来するこ

とが予想される豪雨帯に備え，現在地点で降雨が発

生していないうちに，予防的に手許資金を確保した

と推察できる． 

４ おわりに 

本研究は，災害時の現金需要動向の解明を目的と

し，直近 2 年間で最大規模の水災害の一つである「令

和 2 年 7 月豪雨」の事例を用いて，降雨情報と ATM

引出金額との相関分析を行った．この結果，降雨域

の広がりに連動して現金引出が増加し，かつ，当該

引出の契機は，現在地点周辺の降雨状況ではなく，

遠方の降雨状況と連動することが示された．これに

より，キャッシュレス化が進む東京中心部でも，災

害が想起される降雨事象では引き続き現金需要があ

り，リスクに備えた早めの資金確保を行う傾向があ

ると推察できる．今後は，こうした行動の契機とな

る降雨規模や距離との相関，人流や消費活動との相

関等について，詳細に解明することとしたい． 
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図 7：XRAIN観測情報 

（2020年 7月 3日 9:00） 
図 8：XRAIN観測情報 

（2020年 7月 7日 9:00） 

図 9：XRAIN観測情報 

（2020年 7月 13日 9:00） 

※ いずれも DIAS上のデータ・アプリケーション「XRAIN リアルタイム雨量情報システム」より取得 

 

図 5：時間別引出動向 

（店舗 A） 

図 6：時間別引出動向 

（店舗 B） 
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